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平成１９年度業務実績評価調書：自動車事故対策機構

業 務 運 営 評 価 （個別項目ごとの認定）

項 目 評定理由 意見評定結果

中期計画 平成1９年度計画

１．業務運営の効率化に関する目標 １．業務運営の効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置 を達成するためにとるべき措置

管理体制のスリム化として管理職の配（１） （１）組織運営の効率化 組織運営の効率化

業務量が比較的少ない支所につ 顧客ニーズに対応した業務体制 ３ 置に係る見直しを進め、１８年度末比で

いて業務を近隣の支所や主管支所 の構築のため、 ７．７％（△１５人）の削減を行ってお

と一体的に行うなど業務の集約化 ① 管理体制のスリム化 り、整理合理化計画において管理職の削

を図りつつ、主管支所及び支所ご ② 支所業務のあり方、合理化 減を定めたことも踏まえた的確な取り組

との業務実態に対応した職員配置 により、業務実態に対応した職 みと認められる。

とします。 員配置を順次実施します。 また、主管支所に被害者援護業務、企

（業務実績報告書Ｐ１参照） 画・安全マネジメント業務をそれぞれ主

務とする専任のマネージャーを置き、主

管支所の機能を整備するとともに、支所

において業務実態に対応した職員配置と

すべく各支所ごとの業務に応じた組織の

見直しを行った（見直し後の実施時期は

２０年４月 。）

、（２） （２）人材の活用 人材の活用 事故防止の分野において、産業カウン ドライブレコーダーの分析には

業務に必要な職員を確保すると ① 機構が、事故防止、被害者援 ３ セラーの資格取得者１１名を新たに加 専門的なスキルをもった人材が不

ともに、産業カウンセラー等の資 護の分野で中核的な機能を果たす え、全国的に適性診断業務に従事する職 可欠であるため、今後、専門的な

格を取得した職員の積極的な活 ための組織を構築するため、産業 員について、１１０人の有資格者を配置 知見を有する人材の確保に努める

用、事業環境の変化に対応した経 カウンセラー等の資格を取得した するなど、資格を取得した職員の積極的 ことを期待する。

験者採用や人事交流、研修の充実 職員の積極的な活用、事業環境の 活用を図った。

による職員の資質向上、能力・実 変化に対応した経験者採用や人事 また、トラック運送事業に係る専門的

績を適正に評価する仕組みの適切 交流、能力・実績を適正に評価す 知見を有する者、情報システム等工学系

な運用等により、人材の有効活用 る仕組みの適切な運用等により、 の者、計３名の経験者採用を実施した。

を図ります。 人材の有効活用を図ります。 一方、被害者援護の分野においては、

② 事故防止業務や被害者援護業 有資格者の活用、経験者採用とも事故防

務の質の向上を図るため、研修の 止の分野に比べて未だ十分とはいい難

充実を図り、職員の資質の向上及 く、さらなる取り組みが期待される。

び育成を行います。 １９年度より機構全職員を対象に勤務

（業務実績報告書Ｐ２参照） 評価を実施し、評価結果を勤勉手当・定

期昇給に反映させることとした。勤務評

価制度は、職員の士気高揚や上下関係の

円滑化に資すると認識されている等、導
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入は順調である。

かかる組織風土の醸成は、内部統制に

とっても、役職員倫理規程の整備（１５

年１０月 、内部監査体制の整備と同様）

に重要であり、今後の努力を期待する。

また、職員の資質向上・育成のための

研修については、特に事故防止の分野に

おいて最近の業務ニーズに対応するため

の専門知識や技術の取得等の研修を積極

的に実施している。

なお、指導講習業務における講師の育

成強化のため、適性診断業務のカウンセ

リング技術の向上強化のため、被害者援

護業務の質的向上等のための各種研修を

実施している。

新適性診断システムの開発に向けて（３） （３）業務の運営の効率化 業務の運営の効率化

①指導講習業務・適正診断業務 ①指導講習業務・適正診断業務 １ は、システム設計書に基づきプログラム

ア ＩＴの活用等により指導講習 ア 運行管理者等指導講習手帳の のコーディング作業を終了し、順次開発

・適性診断の業務の効率化を図り ＩＣカード化に向けてのシステム 中である。

ます。 構築を行い、一部支所において試 しかしながら、運行管理者等指導講習

験導入を行います。 手帳のＩＣカード化については、調査を

また、効果的に適性診断業務を 実施した結果、現行の講習手帳の発行と

推進するため、省力化の検討及び 比較しても事務作業の効率化が図れない

ＩＴを活用した新適性診断システ こと、また、ＩＣカードのコスト高が予

ムの開発を行います。 見されたこと等から費用対効果を踏まえ

（業務実績報告書Ｐ５参照） て再検討されることとなったところであ

る。

なお、この点については、経営判断と

して中期計画に基づく年度計画の軌道修

正を行ったことを評価してもよいのでは

ないかとの考え方もあり得たが、中期計

画に基づく年度計画の実施状況を評価し

ないのであれば、年度計画のもつ意味が

失われるとともに、客観的な評価も困難

であるとの結論に至り、従って、本件に

ついては、中期目標の達成に向けて着実

な実施状況にあるとは言い難いと評定し

た。

イ 業務の効率化による経費の削 イ トップセールス等により事故 指導講習受講者は対前年度比１５％増

減を図るとともに、次のとおり指 防止に関する機構の取り組み等の ３ 加し、適性診断受診者は対前年度比７％

導講習・適性診断の種類ごとに取 ＰＲを促進し、受講者、受診者の 増加している。
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組みを行うこと等により、受講者 拡大を図ります また 一般講習 指導講習については、運行管理者補助。 、 、

・受診者数の拡大を図ります。 特別講習、初任・適齢・特定診断 者の専任規定の導入により基礎講習受講

について、運輸局等との連携を強 者の増が、適性診断については、日本郵

指導講習 化し、受講漏れ、受診漏れをなく 政公社の民営化に伴う初任診断受診者の

すようにします。 増が、受講者数、受診者数の増加に寄与

基礎講習 運行管理者試験の受 していると考えられるが、同時に、機構

験資格等を取得しよ 以上の措置を講じることによ の支所長等によるトップセールスのＰＲ

うとする者のほか、 り、自己収入比率（注１ （平成 効果も認めることができ、両者相まって）

安全管理業務に従事 １９年度）について４１％以上に １９年度の増加に結びついたものと評価

する者等に対して積 引き上げます。 することができる。

極的なＰＲ活動を行 また、地方運輸局等との連絡協議会等

い、受講者数を中期 （注１）自己収入比率＝自己収入 を開催するなど連携の強化に努めている

目標期間の最終年度 （手数料収入等）／総収入（＝総 ことも認められる。

までに８５０人（前 経費） 受講者数・受診者数の伸び等によっ

中期目標期間の実績 （業務実績報告書Ｐ７参照） て、収入の増加が図られたことにより、

（３年間）の平均比 自己収入比率は４９．８％（指導講習５

． 、 ． ） 、４％）以上増加させ ０ ２％ 適性診断４９ ６％ となり

ます。 前年度（平成１８年度）と比較して８．

一般講習 地方運輸局等との連 ２％向上した。

携強化により、運行

管理者の受講漏れを

。なくすようにします

また、運行管理者を

補助する者等に受講

を勧めます。

特別講習 地方運輸局等との連

携強化により、重大

事故等を惹起した営

業所の運行管理者の

受講漏れをなくすよ

うにします。

適性診断

一般診断 貸出自動適性診断機

特別診断 器の活用等によりい

つでも診断ができる

という受診者の利便

性の向上を図り、あ

、らゆる機会をとらえ

、積極的にＰＲを行い

受診者数を中期目標
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期間の最終年度まで

に１１ ３００人 前， （

期中期目標期間の実

績（３年間）の平均

比５％）以上増加さ

せます。

初任診断 地方運輸局等との連

適齢診断 携強化により、運転

者として新たに雇用

された者及び６５歳

以上の者の受診漏れ

をなくすようにしま

す。

特定診断 地方運輸局等との連

携強化により、重大

事故惹起者の受診漏

れをなくすようにし

ます。

また、受講者・受診者数の状況

や業務に要する経費の状況を踏ま

え、受講者・受診者の適切な費用

負担の水準について検討します。

以上の措置を講ずること等によ

り、自己収入比率（注１）につい

て、中期目標期間の最終年度まで

に５０％以上に引き上げます。

（注１）自己収入比率＝自己収入

（手数料収入等）／総収入（＝総

経費）

②療護施設の設置・運営 ②療護施設の設置・運営

ア 医療水準・コスト水準等に関 ア 医療水準・コスト水準等に関 ３ タスクフォースによる外部評価を受

しタスクフォース（注２）により しタスクフォース（注２）により け、その結果をホームページ等で公表し

外部評価を行い、その結果をホー 外部評価を行い、その結果をホー ている。

ムページ等で公表します。 ムページ等で公表します。

（業務実績報告書Ｐ９参照）

（注２）外部有識者からなる事業

改善等を目的とする評価のための （注２）外部有識者からなる事業

機関 改善等を目的とする評価のための

機関

イ 療護施設が保有する高度先進 イ 療護施設が保有する高度先進 ４療護センターにおいて 対前年度 平、 （
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医療機器の利用促進を図るため、 医療機器の利用促進を図るため、 ４ 成１８年度）比０．２％増の１２，５５

地域医療機関との連携を図り、中 地域医療機関との連携を図り、年 １件のＭＲＩ、ＰＥＴ等高度先進医療機

期目標期間の年度ごとに１１，０ 間１１，０００件以上の外部検査 器を活用した外部検査を受託した。

００件以上の外部検査を受託しま を受託します。 また、これら高度先進医療機器の有効

、 、す。 （業務実績報告書Ｐ１１参照） 活用を徹底するため 機構本部において

各療護センターごとに医療機器の活用状

況を報告させるとともに、有効活用の推

進を各療護センターに要請する等の取り

組みを行っており、各療護センターごと

にみても医療機器の利用促進が図られて

いると認めることができる。

なお、以上の取り組みは平成２０年１

月の政策評価・独立行政法人評価委員会

の指摘にも対応した内容になっている。

③交通遺児等への生活資金の貸付 ③交通遺児等への生活資金の貸付

ア 債権回収経費等のコスト要因 ア 債権回収経費等のコスト要因 ３ 債権回収の経費等に係るコスト要因の

を分析するとともに、その結果を 分析を行うため、業務内容及び経 分析を行い、その結果、いずれの経費も

踏まえた業務運営等の見直しによ 費の実態等を把握します。 債権回収業務に不可欠な経費と設定して

り 更なるコスト削減を図ります （業務実績報告書Ｐ１３参照） いるが、その理由、更なる縮減の可否等、 。

についても明らかにすべきである。

しかしながら、債権回収経費の削減に

ついては、整理合理化計画も踏まえた取

り組みを行い、担当職員の主管支所への

集約化を図ること等により 対前年度 平、 （

成１８年度）比８．１％の経費削減を図

っている。

イ 債権管理規程等に基づき、効 イ 債権管理規程等に基づき、効 債権管理規程等に基づき、効果的な債

果的な債権回収を行うことによ 果的な債権回収を行うことによ ３ 権回収を行うことにより、債権回収率９

り、中期目標期間の年度毎に回収 り、回収率９０％以上を確保しま １．０％を確保した。

率９０％以上を確保します。 す。 また、債権回収マニュアルの徹底のみ

（業務実績報告書Ｐ１５参照） ならず、被害者援護担当マネージャーを

全主管支所に設けるなど、体制の見直し

にまで取り組みが及んでいる。

ウ 債権管理委員会において適切 ウ 債権管理委員会において適切 債権管理委員会において適切な貸付債

な貸付債権の評価を実施するとと な貸付債権の評価を実施するとと ３ 権の評価を実施するとともに、リスクに

もに、リスクに応じた適正な引当 もに、リスクに応じた適正な引当 応じた適正な引当金を計上し、その結果

金を計上し、その結果についてホ 金を計上し、その結果についてホ についてホームページ等で公表してい

ームページ等で公表します。 ームページ等で公表します。 る。
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（業務実績報告書Ｐ１７参照） なお、貸倒懸念債権、破産更生債権等

、 、の状況については 平成１９年度末現在

貸倒懸念債権、破産更生債権等が５２．

６億円、債権残額に占める割合が３８．

４％（平成１８年度末に対して３．３ポ

イント増）

となっている。その要因分析のため１９

年度において一般債権から貸倒懸念債権

及び破産更生債権等に分類替えとなった

債権２７４件について、滞納の理由を確

認したところ 「パート・アルバイト 、、 」

「無職・失業」など安定した収入が得ら

れないため滞納しているものが８０件で

あり、増加要因として景気の低迷により

返済が滞っていることが明らかとなっ

た。

、 、また 貸倒懸念債権等の解消に向けて

滞納の初期段階において早期の督促を行

うなど、個別債権の状況に応じた債権管

理を行うべく「債権回収マニュアル」の

一層の徹底を図ることにより回収実績の

向上を図ることとしている。

これらの取り組みは平成２０年１月の

政策評価・独立行政法人評価委員会の指

摘にも対応した内容になっている。

④業務全般 ④業務全般

ア 一般管理費（人件費、公租公 ア 一般管理費（人件費、公租公 ４ 業務運営の効率化を推進するととも

課等の所要額計上を必要とする経 課等の所要額計上を必要とする経 に、徹底したペーパーレス化や電話料金

費及び特殊要因により増減する経 費及び特殊要因により増減する経 の割引制度の活用、光熱水料の削減など

費を除く ）について、業務運営 費を除く ）について、業務運営 既定経費の徹底した見直し等により経費。 。

の効率化を推進し、中期目標期間 の効率化を推進し、平成１８年度 削減に積極的に取り組んだ結果、対前年

の最終年度までに、平成１８年度 比で７％程度に相当する額を削減 度（平成１８年度）比で１０．０％に相

比で１５％程度に相当する額を削 します。 当する経費を削減している。

減します。 （業務実績報告書Ｐ１９参照）

イ 業務経費（人件費、公租公課 イ 業務経費（人件費、公租公課 業務経費は、主として療護センターの

等の所要額計上を必要とする経費 等の所要額計上を必要とする経費 ５ 運営、指導講習・適性診断、自動車アセ

、 、及び特殊要因により増減する経費 及び特殊要因により増減する経費 スメント情報提供 交通遺児等への貸付

を除く ）について、業務運営の を除く ）について、業務運営の 介護料支給などの各業務に係る経費であ。 。

効率化を推進し、中期目標期間の 効率化を推進し、平成１８年度比 るが、これらの経費削減を図るため業務

最終年度までに、平成１８年度比 で７％程度に相当する額を削減し 運営の効率化を推進するとともに、年度

で１０％程度に相当する額を削減 ます。 計画における削減計画（７％）を大幅に

します。 （業務実績報告書Ｐ１９参照） 上回る経費削減実績（対前年度予算比で
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１３．４％）を達成しており、療護セン

ターの運営に係る経費（看護師等の人件

費）の節減、一般競争入札の推進、物品

等の調達にあたって過剰な仕様の排除な

ど、業務全般にわたる既定経費の徹底し

た見直し等機構の積極的な取り組みや役

職員のコスト意識の徹底を図ったことが

相乗されて達成できたものと認められ

る。

ウ 契約に関しては、国における ウ 契約に関しては、国における 少額随意契約の限度額引下げ（１９年

見直しの取組（ 公共調達の適正 見直しの取組（ 公共調達の適正 ３ １月）の基準適用、１９年１２月策定の「 「

化について （平成１８年８月２ 化について （平成１８年８月２ 随意契約見直し計画の実行等により一般」 」

５日付け財計第２０１７号。財務 ５日付け財計第２０１７号。財務 競争入札を推進するとともに、企画競争

大臣から各省各庁の長あて ） 大臣から各省各庁の長あて ） の拡充を図った。この結果、１９年度の。） 。）

等を踏まえ、一般競争入札の推進 等を踏まえ、一般競争入札の推進 契約状況は、次のとおりであり、対前年

や契約方法の見直し、情報公開の や契約方法の見直し、情報公開の 度比で一般競争入札の件数が３５件から

充実により、競争性及び透明性の 充実により、競争性及び透明性の ４９件に増加する一方で、随意契約の件

確保を図ります。 確保を図ります。 数が１４３件から１１１件に減少してい

（業務実績報告書Ｐ２４参照） る。

・一般競争入札（４９件、総額１０．５

億円、１件当たり平均落札率８３．９

％）

・指名競争入札（実施していない）

・企画競争、公募（１７件、総額１．４

億円、１件当たり平均落札率９３．９

％）

・随意契約（１１１件、総額３４．１億

円、１件当たり契約金額の予定価格に

対する平均率９７．５％）

・１９年度に随意契約から競争入札に移

行した件数は１２件となった。例とし

ては、一般及び基礎講習用テキストの

印刷が挙げられる。

また、ホームページによる入札結果や

随意契約に係る情報の公表対象範囲等に

ついても国の基準にならって拡充し（２

０年１月 、情報公開の充実を図った。）

２．国民に対して提供するサービスそ ２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を の他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 達成するためにとるべき措置
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（１）指導講習業務・適性診断業 （１）指導講習業務・適性診断業

務 務

① 受講者・受診者・事業者のニ ① 運行管理者等指導講習の受講 ３ 指導講習の受講需要の増加に対応すべ

ーズを踏まえ、指導講習の教材等 需要に適切に対応した講習の開催 く、前年度（平成１８年度）より５５回

、 。の充実を行うなど効果的な講習を 回数の設定及び自動車運送事業者 増回し 全支所で９４７回実施している

実施及び診断機器の改良・導入等 を取り巻く経営環境を適切に捉え これにより、受講者数は１６，６８７名

により、事業者の安全対策の充実 た講習用テキストの改善や視聴覚 と対前年度比１５％増加した。

・改善を図ります。 教材等を作成します。 講習用テキストについては、運輸安全

マネジメントを含む行政の動向や最新情

アイカメラシミュレータを用い 報を掲載し改善を図った。また、ドライ

た適性診断を実施します。 ブレコーダーの実事故記録映像を活用す

ＣＧ映像を活用した新適性診断 ることにより、安全運転例を考える映像

システムを開発します。 版の危険予知トレーニング（ＫＹＴ）を

受診需要に適切に対応した受診 作成する等の工夫も施している。

機会を提供するため、遠隔地の事 アイカメラシミュレータ（運転者自身

業者に貸出機器の利用促進を図り の認知・判断の様態を観察し、その結果

ます。 から、運転上の特性を運転者自身が把握

管理者が行う適性診断結果を活 することにより、未然に事故の防止を図

用した乗務員指導の実施を支援す る効果があると考えられる）を用いた適

るため、適性診断結果に反映した 性診断については、アイカメラプログラ

管理者用コメントを作成します。 ムの不具合や利用者から得られた要望点

受講需要に適切に対応した適性 を改善すべく、プログラムの修正に着手

診断活用講座を開催するととも したが、１９年度は担当職員を対象とし

に、新たに同講座をステップアッ た操作研修を実施するにとどまってい

プ化した講座の検討を行います。 る。

（業務実績報告書Ｐ２６参照） ＣＧ映像を活用した新適性診断システ

ムについては、トラック、バス、タクシ

ーの３業態別にＣＧシミュレーション映

像を活用し、運転ぶりをデータ化し適性

診断するプログラムの開発を行ってい

る。

貸出機器の利用促進については、平成

１９年度は約２００台の貸出機器が稼働

、 、しており 利用促進を図ったことにより

貸出機器利用による受診者数は、年間５

万人を超え、一般診断受診者の２１％を

占めるようになる等効果が現れている。

適性診断結果に基づく、安全運転指導

をより的確に行うため、指導ポイントを

明確にした管理者用コメントを作成し、

２０年度から新診断システムにおいて採

用している。
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適性診断活用講座のステップアップ化

の検討については、検討を行った結果、

若年・高齢ドライバーの特性、運転者へ

の助言・指導等について理論編、実習編

に分けた講座の実施などが図られてい

る。

以上アイカメラシミュレータは計画変

更となったものの他の事項は順調に進め

られている。

② 行政の施策による安全マネジ ② 自動車運送事業に係る安全マ 自動車運送事業に係る安全マネジメン

メントの支援を図るとともに、運 ネジメント体制の構築を図るた ３ ト体制の構築を図るため、事故防止に関

送事業者に対し、事故防止に関す め、事故防止に関するコンサルテ するコンサルティングを全国で２６件実

る機構のノウハウを提供すること ィング等を実施するとともに、安 施した。

により、事故防止に貢献します。 全マネジメントに関する講習及び また、安全マネジメント講習会につい

ドライブレコーダー、デジタル式 ては、平成１８年度は主管支所のみで実

タコグラフに関する講習を開催し 施していたが、１９年度から全国５０支

ます。 所において実施することとし、計１０８

（業務実績報告書Ｐ３０参照） 回開催した。

さらにデジタル式タコグラフ・ドライ

ブレコーダー講習会を機器の普及状況を

踏まえて増回し全国５０支所で１０８回

開催した。

③ 以上の施策を実施することに ③ 以上の施策を実施することに 安全対策への支援効果に関する指導講

より、受講者・事業者に対する５ より、受講者・事業者に対する５ ２ 習受講者の評価度については 前年度 平、 （

段階評価の調査における安全対策 段階評価の調査における安全対策 成１８年度）より平均で０．０２ポイン

への支援効果に関する評価度につ への支援効果に関する評価度（平 ト低下したが、平均４．３８の評価を得

いて 中期目標期間の年度毎に４ 成１９年度）について、４．０以 た。、 ．

０以上とします。 上とします。 また、適性診断受診者の評価度につい

（業務実績報告書Ｐ３２参照） ては、前年度より平均で０．０４ポイン

ト低下したが、平均４．１７の評価を得

た。

さらに事業者の評価度については、前

年度より０．０８ポイント低下したが、

４．１５の評価を得た。

（２）指導講習・適性診断の実施 （２）指導講習・適性診断の実施

機関になろうとする民間団体等へ 機関になろうとする民間団体等へ

の支援 の支援

新たに実施機関になろうとする 新たに実施機関になろうとする ４ 新たに実施機関になろうとする団体等
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民間団体等への機構の適性診断シ 民間団体等への機構の診断機器等 に研修を実施した （５団体６名等）。

ステムの提供や教育訓練を実施し の提供や適性診断員等への教育訓 貸出用自動適性診断機器を新たに認定

ます。 練を実施します。 機関になろうとする団体（１台）及び外

（業務実績報告書Ｐ３８参照） 部の認定機関（１台）へ貸出した。

新たに認定機関になろうとする団体へ

の積極的支援を行い、１団体が認定を受

けるに至った。

今後ともこのような団体等に対する支

援を期待する。

（３）療護施設の設置・運営 （３）療護施設の設置・運営

① 遷延性意識障害者に対し、病 ① 遷延性意識障害者に対し、病 ４ 遷延性意識障害者に対し、病棟ワンフ

棟ワンフロアシステム（注３ 、 棟ワンフロアシステム（注３ 、 ロアシステム、プライマリー・ナーシン） ）

プライマリーナーシング（注４） プライマリー・ナーシング 注４ グや高度先進医療機器による高度な治療（ ）

や高度先進医療機器による質の高 や高度先進医療機器による質の高 ・看護を実施して、１９年度は目標を大

い治療・看護を実施するととも い治療・看護を実施するととも きく上回る２７人が脱却するに至ってい

に、医学的観点から治療機会の公 に、医学的観点から治療機会の公 る。

平な確保を図ることにより、中期 平な確保を図ることにより、１９ また、４療護センターで統一スコアを

目標期間の最終年度までに、脱却 年度中の脱却（注５）者の総数を 策定し、患者の治療改善度の検証を統一

（注５）者を７５人以上とすると １５人以上とするとともに、機構 的に行っている。

ともに、患者の治療改善度を向上 の統一スコアによる患者の治療改 さらに、４療護センターのメディカル

させます。またメディカルソーシ 善度の検証を行います。またメデ ソーシャルワーカーは、転院先情報の提

ャルワーカー（注６）等による転 ィカルソーシャルワーカー 注６ 供等、患者家族に対する支援を５，５９（ ）

院先情報の提供等、患者家族に対 等による転院先情報の提供等、患 ６件（前年度は４，１２５件）行い、支

する支援の充実を図ります。 者家族に対する支援を強化しま 援の強化を図った。

す。

（注３）病棟を１つのフロアに集 （業務実績報告書Ｐ３９）

中、仕切りを最小限にして患者を

絶えず観察視野におく方式 （注３）病棟を１つのフロアに集

（注４）継続した受持看護方式 中、仕切りを最小限にして患者を

（注５）一定の意思疎通・運動機 絶えず観察視野におく方式

能の改善 （注４）継続した受持看護方式

（注６）患者・家族が抱える諸問 （注５）一定の意思疎通・運動機

題の解決、調整を援助する専門家 能の改善

（注６）患者・家族が抱える諸問

題の解決、調整を援助する専門家

② 治療効果を高めるため高度先 ② 設備の更新計画に基づき、東 東北療護センターの脳磁計（ＭＥＧ）

進医療機器の整備を図るととも 北療護センターの脳磁計 ＭＥＧ ３ の更新については、平成２０年３月まで（ ）

に、地元大学等研究機関や他療護 を更新するとともに、地元大学等 に機器の納入がなされたが、臨床試験の

施設との連携の強化、職場内研修 研究機関や他療護施設との連携の 結果、性能・機能要件を満たしていない

の充実等より、高度先進医療機器 強化、職場内研修の充実等より、 項目があったことから、一部ソフトウエ

を活用した医療技術やプライマリ 高度先進医療機器を活用した医療 アの修復のため、年度内に仕様書に基づ
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ーナーシングによる看護技術の開 技術やプライマリーナーシングに く竣工検査を完了することができず、履

発・向上を図ります。 よる看護技術の開発・向上を図り 行期限を延期した（なお、本件は平成２

）。ます。 ０年６月２３日に竣工検査を完了した

（業務実績報告書Ｐ４１参照） 適正な機器更新のためには止むを得な

かったと考えられるものの、今後は、仕

様内容を早めに固め、できるだけ早期に

機器の導入を図るべく努力することも必

要と考える。

４療護センターのノウハウを活かし、

地元大学の医学部等との連携を図り、高

度先進医療機器を利用した治療の研究、

指導、研修等により医療に携わる人材育

成や地域医療への貢献を行った。

さらに、４療護センターにおいて、入

院患者の看護担当チームごとに、ケース

レポート研修会等を定期的に開催するな

ど職場内研修を実施するとともに、セン

ター長、総看護師長会議等を年２回開催

し、治療、看護やリハビリ、生活支援等

について情報交換、業務検討を行った。

③ 療護施設で得られた知見・成 ③ 療護施設で得られた知見・成 地元大学等と連携し、日本脳神経外科

果を他の医療機関等において最大 果を他の医療機関等において最大 ３ 学会、日本意識障害学会において、２６

限に活用する観点から、日本脳神 限に活用する観点から、日本脳神 件の研究成果を発表した。

経外科学会及び日本意識障害学会 経外科学会及び日本意識障害学会 また、部外医師、看護士等に対する研

において研究発表を年１５件以上 において研究発表を年１５件以上 修として短期入院協力病院のうち４病院

行うとともに、部外医師・看護師 行うとともに、部外医師・看護師 ２０名に対し、岡山療護センターにおい

等に対する研修を行うなどして、 等に対する研修を行うなどして、 て、実務研修を実施した。

他の医療機関等への治療・看護技 他の医療機関等への治療・看護技 さらに療護施設機能の一部の委託先病

術の普及活動を積極的に行いま 術の普及活動を積極的に行いま 院の医師、看護師、療法士等に対し、東

す。 す。また一般病院に療護施設機能 北療護センター及び岡山療護センターに

の一部について委託を行うための おいて研修を実施した。

看護師等に対する研修も併せて行

います。

（業務実績報告書Ｐ４３参照）

④ 地理的要因等を勘案して一般 ④ 療護施設機能の一部を一般病 本件は初めての試みであったが、予定

病院に療護施設機能の一部につい 院に委託するため、委託基準及び ４ したスケジュール通り、委託基準及び委

て委託を行い、遷延性意識障害者 委託先病院選定基準を作成し、公 託先病院選定基準を作成後、公募入札に

の治療・看護機会の拡充を図りま 募により委託先病院を選定する。 より所定の医療水準を満たす委託先病院

す。 また、委託先病院への遷延性意識 を選定することができた。

障害者の受け入れを行い、適切な 北海道地区は１９年１２月１日から、

治療・看護を行います。 九州地区は１９年１２月１３日から患者
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（業務実績報告書Ｐ４７参照） 受入を開始して、治療・看護を行ってお

り、病床も順調に増床している。

（４）介護料支給等支援業務 （４）介護料支給等支援業務

① 重度後遺障害者に対して被害 ① 被害者の状況及び要望に応じ ２ 被害者家族のニーズの高かった介護用

者の状況に応じた介護料の支給及 た介護料の支給等の見直しを行 品（紙オムツ、尿取りパッド、痰吸引カ

び短期入院費用に係る助成を行う い、介護料支給対象品目を追加す テーテル）を新たに介護料支給対象品目

ことにより効果的な被害者救済を るとともに、短期入院費用の助成 に追加した。

図るとともに、受給資格者のニー について利用要件の緩和を図りま 短期入院の助成について「１回の入院

ズを踏まえ、介護料支給対象品目 す。 が２日以上１４日以内」を緩和し、１回

等の見直しを実施します。 また、本部及び主管支所に設置 の入院期間が１４日を超えた場合であっ

また、本部及び主管支所に設置 した介護に関する相談窓口におい ても、１日当たり１０，０００円を上限

した介護に関する相談窓口におい て、介護福祉士等による介護に関 とし、年間３０日以内の範囲で助成する

て、介護福祉士等による介護に関 する知識・技術の提供等重度後遺 こととし、要件の緩和を図っている。

する知識・技術の提供等重度後遺 障害者の家族に対する相談支援を また、各主管支所に設置している介護

障害者の家族に対する相談支援を 療護施設と連携して効果的に実施 相談窓口において、介護福祉士等による

療護施設と連携して効果的に実施 するとともに、新規認定者（在宅 介護に関する相談支援及び知識の情報提

するとともに、在宅訪問サービス 介護に限る ）に対する在宅訪問 供を１，８１４件行った。。

の実施により、受給資格者等に対 サービスの実施により、受給資格 また、各支所において、被害者援護の

する精神的支援を強化します。 者等に対する精神的支援を強化し 拡充を図るため介護料受給者宅を訪問

ます。 し、直接、介護に関する相談や各種情報

さらに、これらの介護に関する の提供等を行う訪問支援サービスを１９

知識・技術等の各種情報を機関誌 年度から開始したが、初年度ということ

「ほほえみ」やホームページの活 もあって計画通りには捗らなかった。こ

用により発信します。 の取り組みは被害者の精神的ケア、実情

（業務実績報告書Ｐ４９参照） 把握を図る上でも重要と考えられるの

で、更なる努力が期待される。

なお、在宅介護に関する知識・技術等

の各種情報について、ニーズの高い内容

（病状、健康の変化及び介護方法）をテ

ーマに機関誌「ほほえみ」に掲載すると

ともに、ホームページに「在宅介護にお

けるＱ＆Ａ」を掲載し発信した。

② ①の施策を実施することによ ② 以上の施策を実施することに 重度後遺障害者の家族における介護支

り、重度後遺障害者の家族に対す より、重度後遺障害者の家族に対 ３ 援効果に関する評価度については、４．

る５段階評価の調査における介護 する５段階評価の調査における介 ２７（前回３．６６）である。

支援効果に関する評価度につい 護支援効果に関する評価度（平成

て、中期目標期間の最終年度まで １９年度）について４．０を目標

に４．０以上とします。 とします。

（業務実績報告書Ｐ５６参照）
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（５）交通遺児等への生活資金の （５）交通遺児等への生活資金の

貸付 貸付

① 被害者のニーズに応じた生活 ① 被害者のニーズに応じた一部 ４ 一部立替貸付等については、保険金の

資金の貸付けを行うことにより、 立替貸付等の見直しを検討しま 推定額または推定保障金の認定情報を早

効果的な被害者救済を図ります。 す。また、被害者に対する相談支 期に得ることが困難であることが判明し

また、被害者に対する相談支援 援の充実を図るため家庭相談員が たことから、今後も債権回収のリスクを

の充実を行うとともに、被害者家 適切な指導、助言を行えるような 抑制しつつ、他の方策についても検討を

族同士の交流を促進するなどし 研修を実施して、その資質の向上 進めることとした。

て、自動車事故被害者に対する精 を図ります。 また、家庭相談員を対象として、被害

神的支援を効果的に実施します。 さらに、被害者家族同士の交流 者への適切な助言を行うための基礎的知

の場の拡充を行うためコミュニケ 識や、心の悩みを持つ相談者への対処法

ーションをより一層図った集いの などの習得及び意見交換等を内容とした

実施により交通遺児等の健全な育 研修を実施し、資質の向上を図った。

成を図る精神的支援を強化しま さらに、交通遺児等や保護者の交流の

す。 場である「友の会」を運営し、特に被害

（業務実績報告書Ｐ５８参照） 者家族同士のコミュニケーションをより

一層図った集いとして、１９の支所にお

いて初めての企画として１泊２日による

「友の会の集い」を実施し、４６３人が

参加し好評を得た。

② ①の施策を実施することによ ② ①の施策を実施することによ 被害者に対する精神的支援に関する評

、 （ ）り、被害者に対する５段階評価の り、被害者に対する５段階評価の ３ 価度については 前年度 平成１８年度

． 、 ．調査における精神的支援に関する 調査における精神的支援に関する と比較して０ ２ポイント向上させ ４

評価度について、中期目標期間の 評価度 平成１９年度 について ３７（前回４．１７）の評価を得た。（ ） 、

年度毎に４．０以上とします。 ４．０以上とします。

（業務実績報告書Ｐ６２参照）

（６）自動車事故による被害者へ （６）自動車事故による被害者へ

の情報提供の充実 の情報提供の充実

情報案内サービスを実施し、自 情報案内サービスを実施し、自 ４ 平成１９年１０月より、自動車事故に

動車事故の被害者等に対し、機構 動車事故の被害者等に対し、機構 遭われ、法律、金銭、介護、病院など、

の各種援護制度の情報を提供する の各種援護制度の情報を提供する 自動車事故に起因する悩み事について、

とともに、他機関の援護制度や事 とともに、他機関の援護制度や事 相談内容に応じて地方公共団体をはじ

、 、 、故相談・訴訟・病院等に関する総 故相談・訴訟・病院等に関する総 め 各種相談機関の窓口の紹介 並びに

合的な情報提供を行います。 合的な情報提供を行います。 交通遺児等への無利子貸付、介護料の支

また、情報提供機能の水準を高 給及び療護施設など機構の業務について

めるため、従事する者への適切な 案内する情報提供サービス（ＮＡＳＶＡ

研修等を行います。 交通事故被害者ホットライン）の運用を

（業務実績報告書Ｐ６４参照） 開始した。また、以後、政府広報はじめ

関係各種団体へのリーフレットの配布、

機関誌への掲載等の周知広報活動を積極
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的に展開している。

また、従事する者に対して機構の業務

や自賠責制度に関する研修を実施すると

ともに、本部関係職員に対してオペレー

タからの電話転送に関する処理方法に関

する実務研修を実施する等質の向上にも

取り組んでいると認められる。今後、提

供する情報の充実、相談内容の充実が一

層図られるよう期待したい。

（７）自動車アセスメント情報提 （７）自動車アセスメント情報提

供業務 供業務

① 効率的かつ公正な自動車アセ ① 効率的かつ公正な自動車アセ ４ 平成１９年度の自動車アセスメント試

スメントを実施することにより、 スメントを実施することにより、 験では、乗員保護性能に関しては、後継

自動車メーカーの安全な車の開発 自動車メーカーの安全な車の開発 車種（９車類）について評価指標の平均

意識を高めるとともに、ユーザー 意識を高めるとともに、ユーザー 値が、旧車種の評価指数の平均値以上と

が安全な車を選択しやすい情報を が安全な車を選択しやすい情報を なった（運転席は5.22→5.89と0.67

提供します。 提供します。 ポイントの向上、助手席は5.22→5.78

これにより安全性能に係る指標 これにより安全性能に係る指標 と0.56ポイントの向上 。）

、 、（乗員保護性能は総合評価の☆の （乗員保護性能は総合評価の☆の なお 歩行者頭部保護性能に関しては

数（注７）及び歩行者頭部保護性 数（注７）及び歩行者頭部保護性 過去に歩行者頭部保護性能試験を実施し

能は評価レベル）について、中期 能は評価レベル）について、過去 た車種の後継車種が未だないことから、

目標期間の年度毎に、過去に自動 に自動車アセスメントを実施した １９年度に実施した１５車種に係る歩行

車アセスメントを実施した車種の 車種の後継車種の評価指標の平均 者頭部保護性能試験結果を含め、過去５

、 、後継車種の評価指標の平均値が、 値が、旧車種の評価指標の平均値 年間について比較したところ レベル１

旧車種の評価指標の平均値以上と 以上となるようにします。 ２の車が減少したほか、平成１８年度に

なるようにします。 （業務実績報告書Ｐ６７参照） 引き続きレベル５の車が出るなど安全性

（注７）総合評価の得点率を☆ の向上が見られる。’

（注７）総合評価の得点率を☆ の数６段階で表示’

の数６段階で表示

② パンフレット配布、ホームペ ② わかりやすい情報の提供

ージの構成改善、試験の公開、イ ア よりわかりやすいパンフレ ３ パンフレットについては、車種毎の評

ベントの開催等により、アクセス ットを配布します。 価を見やすいようにまとめて配置すると

しやすい、わかりやすい情報提供 イ よりわかりやすくホームペ ともに、文字や写真サイズを拡大した。

をユーザーに行います。 ージを改善します。 また、普及が望まれる横滑り防止装置等

ウ 自動車アセスメント試験結 の予防安全装置について、装備状況を掲

果発表会の開催及び自動車アセス 載した。

メントグランプリの発表をしま よりわかりやすくホームページを改善

す。 することについては、自動車メーカーの

エ メディアに対して自動車ア 安全技術紹介ページとのリンクの作成、

セスメントの公開を行う等ユーザ 「よくある質問」に新規項目を追加して
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ーに対しわかりやすい情報提供を いる。

行います。 自動車アセスメント試験結果発表会を

オ モーターショーへ出展しま 開催し、自動車アセスメントグランプリ

す。 の表彰を行っているが、さらにユーザー

（業務実績報告書Ｐ６９参照） に対しわかりやすい情報提供を行うこと

については、メディアに対して衝突安全

性能試験の公開試験を実施し、新聞、雑

誌、Ｗｅｂなどにおいて幅広く取り上げ

られた。また、ユーザーニーズを踏まえ

て、携帯サイトを開設した。

１９年１１月に開催された大阪モータ

ーショーへの試験車両の展示等、１９年

１２月に開催された仙台モーターショー

での自動車アセスメントの紹介等を実施

した。

③ 以上の施策を行うことによ ③ 以上の施策を行うことによ ユーザーに対する利用度・満足度に関

り、ユーザーに対する５段階評価 り、ユーザーに対する５段階評価 ３ する評価度については、平成１８年度と

の調査における利用度・満足度に の調査における利用度・満足度に 比較して、０．０９ポイント上回り４．

ついての評価度について、中期目 ついての評価度（１９年度）につ １２の評価を得た。

標期間の年度毎に４．０以上とし いて、４．０以上とします。

ます。 （業務実績報告書Ｐ７９参照）

④ 予防安全性能、衝突時の乗員 ④ 調査研究の実施

対策及び歩行者の保護性能を改善 ア 乗員の側面衝突時の頭部傷 ３ 側面衝突時の頭部保護性能改善方策と

するため、事故実態を踏まえ、試 害による死亡重傷率を低減させる して有効なカーテンエアバッグの普及促

験方法、評価方法の策定や見直し ため調査研究を行います。 進のため、アセスメント試験・評価方法

。 、を行います。 イ むち打ち保護性能試験の試 等について調査研究を行った その結果

また、後遺障害者数が多い実態 験方法について調査研究を行いま ２０年度より一定の要件を満足するカー
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を踏まえ、後遺障害対策にも取り す。 テンエアバッグが装着された車種をより

組みます。 ウ 歩行者脚部保護性能試験導 安全性の高い車種として公表することと

入のための基礎調査を実施しま した。

す。 むち打ち保護性能試験の試験方法に係

エ 交通事故を未然に防止する る調査研究を実施し、スレッド（台車）

ため予防安全装置の効果評価のた を用いた試験を実施し、実車による試験

めの基礎調査を行います。 データと比較し、今後の具体的な試験方

オ 総合評価以降に実施した試 法を検討した。

験対象車種の事故データを調査・ 歩行者脚部保護性能試験導入のための

収集するとともに、当該車種の傷 基礎調査を実施し、１９年度は評価試験

害部位別前面衝突安全性能評価結 で用いる脚部衝撃子の検討を行い、２０

果との相関関係を解析します。 年度も引き続き試験法の検討を行うこと

（業務実績報告書Ｐ８０参照） となった。

予防安全装置の分類整理を行い、２０

年度の自動車アセスメント試験結果のパ

ンフレットに掲載すべき主要な安全装備

について検討した。

アセスメント評価結果と事故実態の相

関関係を解析するため、フルラップ・オ

フセット衝突試験で測定している傷害値

（頭部、頸部、胸部、下肢）の部位別に

実事故における死亡重傷率との相関関係

を分析した。

これら自動車事故における被害軽減に

、 、資する調査研究により 今後の試験内容

評価方法の改善を図ることとしている。

⑤ 専門家との討論及び情報交換 ⑤ 海外の関係機関との情報交換

を実施するなど、各国のアセスメ 等

ント機関、専門家等との情報交換 ア 海外のアセスメント関係機 ３ 平成１９年６月１９日にフランスで開

を継続的に実施することにより、 関との討論及び情報交換を積極的 催されたＥＳＶ会議（自動車安全技術に

試験方法の見直し、情報提供方法 に行うとともに、自動車の安全性 関する会議）に出席し、実事故データと

の改善等に役立てます。 に係る国際会議へ参加し、その結 自動車アセスメントの歩行者頭部保護性

果を踏まえて今後の我が国の試験 能評価結果との相関分析を発表した。ま

方法、情報提供方法等の改善に役 た６月２１日にフランスで開催された世

立てます。 界ＮＣＡＰ会議に出席し、実事故データ

イ 世界ＮＣＡＰ会議の結果を とブレーキアセスメント結果の相関分析

踏まえ、アジア諸外国におけるア 等を発表するとともに、メディア戦略に

セスメント事業との連携を図りま ついて意見交換を行った。

す。 また、各国とアジア諸外国との連携を

ウ 海外のアセスメント実施機 図るため、韓国、中国、インド等のアジ

関等とむち打ち保護性能試験につ アのアセスメント実施機関とアセスメン
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いて意見交換を行います。 ト事業の連携について情報交換を行っ

（業務実績報告書Ｐ８２参照） た。特に世界ＮＣＡＰ会議の際は、韓国

の実施機関と新たなアセスメント試験の

導入スケジュール等について意見交換を

行った。

さらに、ＥＳＶ会議及び世界ＮＣＡＰ

会議の機会を捉え、頸部保護性能試験に

関する情報交換等を行った。

このように諸外国の自動車アセスメン

ト実施機関と積極的な情報交換等を実施

している。

⑥ 業務改善状況等についてタス ⑥ 業務改善状況等についてタス タスクフォースによる外部評価を行

クフォースにより外部評価を行 クフォースにより外部評価を行 ３ い、その結果をホームページ等で公表し

い、その結果をホームページ等で い、その結果をホームページ等で ている。

公表します。 公表します。

（業務実績報告書Ｐ８６参照）

（８）自動車事故対策に関する広 （８）自動車事故対策に関する広

報活動 報活動

事故防止、被害者援護及び自動 後席シートベルト着用推進・飲 ３ 「交通安全フェア」等の展示会に出展

車損害賠償保障制度に関し組織一 酒運転の根絶等の事故防止対策事 し、参加体験型として運転適性診断を実

体となった広報活動を実施しま 業や被害者への各種情報提供等の 施するとともに会場で自動車アセスメン

す。 被害者援護対策事業、さらには自 ト等を紹介したビデオの放映、療護セン

交通安全フェア等における、国 動車損害賠償保障制度の周知など ター等に関するパネル展示、ポスター掲

等と協力した周知宣伝活動やイン 機構業務の認知度向上のため、交 示、リーフレット配布等により機構及び

ターネット、マスメディア等を活 通安全フェア等各種イベントへの 自動車損害賠償保障制度等の周知宣伝活

用した広範な広報活動を積極的に 参画、国・地方公共団体等の関係 動を行い、広報に努めている。さらに後

実施します。 機関と連携した広報活動、また、 席シートベルト着用推進・飲酒運転の根

ポスター、パンフレット、インタ 絶についても指導講習等で周知を図って

ーネット、マスメディア等を活用 いる。

した国民・関係機関（者）への周

知宣伝活動により、積極的な広報

活動を推進します。

（業務実績報告書Ｐ８８参照）

３．予算（人件費の見積もりを含 ３．予算（人件費の見積もりを含

む 、収支計画及び資金計画 む 、収支計画及び資金計画。） 。）

本計画に従ったサービスその他 （業務実績報告書Ｐ９１参照） ３ 中期計画に基づいた年度計画予算、収

業務の質の向上を図りつつ 予算 支計画及び資金計画を策定し、計画に沿、 、

収支計画及び資金計画を策定しま って、サービスその他業務の質の向上を

す。 図りつつ、適正な予算の執行を行ってい

る。

なお、当期純利益７１百万円の発生要
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因のうち、プラスの特殊要因である繰越

積立金取崩額４７百万円を除いた当期純

利益は２４百万円であるが、貸付事業の

余剰資金を国債等の有価証券で適切に運

用し、貸倒引当金繰入等の費用を賄った

、 。結果 プラスとなったものと認められる

４．短期借入金の限度額 ４．短期借入金の限度額

予見し難い事故等の事由により 予見し難い事故等の事由により － ※平成１９年度は該当なし。

資金不足となる場合に限り、短期 資金不足となる場合に限り、短期

借入金の限度額１，４００百万円 借入金の限度額１，４００百万円

とします。 とします。

（業務実績報告書Ｐ９６参照）

５．重要な財産を譲渡し、又は担 ５．重要な財産を譲渡し、又は担

－ ※平成１９年度は該当なし。保にする計画 保にする計画

なし なし

（業務実績報告書Ｐ９７参照）

６．剰余金の使途 ６．剰余金の使途

①利用者サービス充実のための環 ①利用者サービス充実のための環 － ※平成１９年度は該当なし。

境の整備 境の整備

②職員研修の充実 ②職員研修の充実

（業務実績報告書Ｐ９８参照）

東北療護センターの脳磁計（ＭＥＧ）７．その他主務省令で定める業務 ７．その他主務省令で定める業務

の更新については、２０年３月２４日に運営に関する事項 運営に関する事項

（１）施設及び設備に関する計画 （１）施設及び設備に関する計画 ２ 実施したところ、性能・機能に関する要

（業務実績報告書Ｐ９９参照） 件において仕様書に記載された要件を満

たしていない項目があり、ソフトウエア

の修復を要することから、年度内に竣工

検査を完了することができなかった。

その後、国における施設整備費補助金

の次年度への繰越承認手続きを経た上

で、納入期日の延期を承認した。その後

本件は２０年６月２３日に竣工検査を完

了した。

今回の履行期限の遅れは不測の事態と

見ることもできなくはないが、今後は、

仕様内容を早めに固め、できるだけ早期

に機器の導入を図るべく努力をすること

も必要と考える。

（２）人事に関する計画 （２）人事に関する計画

人件費（退職手当等を除く）に 人件費（退職手当等を除く ） ３ 国家公務員の給与構造改革を踏まえた。
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ついては、簡素で効率的な政府を については、簡素で効率的な政府 給与体系の見直し効果等により、前年度

実現するための行政改革の推進に を実現するための行政改革の推進 （１８年度）予算に比して３．７％の人

関する法律（平成１８年法律第４ に関する法律（平成１８年法律第 件費削減を図った。

７号）等に基づき、平成２２年度 ４７号）等に基づき、平成１８年 また、管理職員数の削減（194人→1

末までに平成１７年度比で５％以 度比３％以上の削減を行います。 79人▲15人）を実施した。

、 ．上の削減を行います。 また、国家公務員の給与構造改 人件費の削減については 計画値を０

また、国家公務員の給与構造改 革を踏まえた給与体系の見直しを ７％上回ったが、対国家公務員指数（ラ

革を踏まえた給与体系の見直しを 進めます。 スパイレス指数）においては、依然とし

進めます。 （業務実績報告書Ｐ１０２参照） て国家公務員の水準を上回っていること

さらに 「経済財政運営と構造 から適正化に向けた取り組みを計画的に、

改革に関する基本方針２００６」 実施すべきである。

（平成１８年７月７日閣議決定）

に基づき、国家公務員の改革を踏

まえ、人件費改革を平成２３年度

まで継続します。

〔参考〕

１）期初の常勤職員数

３３４人

２）期末の常勤職員見込み

３３４人

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。

５点：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。

４点：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。

３点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。

２点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。

１点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認めらない。

・５点をつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。

・必要な場合には、右欄に意見を記入する。



平成１９年度業務実績評価調書：独立行政法人自動車事故対策機構

総合的な評定

業 務 運 営 評 価（実施状況全体）

極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由

各項目の合計点数＝１１０

○ 項目数（３５）×３＝１０５

下記公式＝１０５％

＜記入要領＞

・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１２０％以上である場合には 「極めて順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１００％以上１２０％未満である場合には 「順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％以上１００％未満である場合には 「概ね順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％未満である場合には 「要努力」とする。、

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位又は下位のランクに評価を

変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変更することができる。

総 合 評 価

（法人の業務の実績）

独立行政法人自動車事故対策機構は、自動車事故防止と自動車事故による被害者支援を大きな柱の業務と

、 、 、して 社会的に重要な使命を担う独立行政法人であり 限られた人員のもとで業務運営の効率化を進めつつ

社会状況の変化に応じた新たな業務にも取り組んでいる状況にある。こうした中、第二期中期目標期間の初

年度である平成１９年度の業務の実績については、個別項目の多くは中期目標の達成に向けて着実な実施状

況もしくは優れた実施状況にあると認められる。

特に運転適性診断のＩＴ化、運輸安全マネジメントへの積極的取組など自動車事故防止対策の推進、自動

車事故による重度後遺障害者の治療・療護を行う療護センターの確実な運営、またその療護センター機能の

一般病院への委託や被害者等に対する各種情報提供を行う新たな相談窓口の開設など被害者支援の充実を進

めた。これらの取り組みを通じた平成１９年度の業務運営は、順調であると認められる。

（課題・改善点、業務運営に対する意見等）

・確実な業務運営を行う上で、業務の一層の効率化を進めると同時に、今後更なる要員配置の見直しを進め

るなど、組織運営の効率化を図ることが求められる。

・一般病院への療護施設機能の一部委託が開始され、療護施設機能が拡充されたところであるが、療護施設

により被害者ができるだけ多く救済されるよう、引き続き努力を期待する。

・自動車アセスメント事業については、自動車ユーザーが試験結果をさらに効果的に活用できるよう戦略的

な広報に努めるべきである。

・環境負荷の低減を図るため、環境マネジメントの視点を業務運営に取り入れることを期待する。

（その他 ）推奨事例等



・積極的な広報を実施するにあたり、広報プロジェクトチームを立ち上げ、広報の現状と課題の分析、効果

的な広報の実施を検討するために機構の使命を明確にした宣言文及び行動指針等の策定を行うとともに、

ホームページへの掲載など対外的なＰＲを実施し、また、機構パンフレットの全面改訂を実施するなど広

報活動の充実を図る等の活動を行った。


